
　

2018/12/31 2018/12/31 2019/1/11
（前年末） （前月末） （前週末） 水準 日付 水準 日付

日経平均 円 20,014.77 20,014.77 20,359.70 24,448.07 2018/10/2 14,864.01 2016/6/24
NYダウ ﾄﾞﾙ 23,327.46 23,327.46 23,995.95 26,951.81 2018/10/3 15,450.56 2016/1/20
円/ﾄﾞﾙ 円 109.69 109.69 108.48 121.69 2016/1/29 99.02 2016/6/24

過去３年高値・安値はザラ場ベース / 当社が信頼できると判断した情報に基づき作成 　

　　　　　　　　　

 

単位
過去3年高値 過去3年安値

今週の日本株市場は、①トランプ大統領と議会とのメキシコとの国境の壁の建設費を巡る対立を背景に米国政府機関の一部閉

鎖が続くなど、トランプ大統領の政権運営に対する懸念が高まっていること、②15日、英国議会で採決されるEU離脱案は否

決される可能性が高い中、その後の展開が不透明なことなど、欧米の政治的不透明感が上値を抑える一方、①パウエルFRB

議長の発言やFOMC議事要旨を受けてFRBが金融市場や景気の動向に配慮する姿勢を示したことは投資家に安心感を与えた

こと、②ショートポジションを積み上げてきた外国人投資家による買戻しの余地が大きいこと、③バリュエーション面で割安

感があること、④財務省、金融庁、日銀の幹部が年末年始の円高局面で3回に亘り会合を開催するなど、円高の進行を牽制す

る姿勢を示していることなどから、下値を切り上げる展開を予想します。また、17～18日にかけて開催されるG20財務

相・中央銀行総裁代理会議では、世界的な景気減速や政治的不透明感に配慮した対応が検討される可能性があり、注目材料で

す。

その他の注目材料として、日本では16日の機械受注や18日のCPI、米国では本格化する決算発表に加え16日のベージュ

ブック、連日発表される主要経済指標が挙げられます。

～ FRBが金融市場や景気に配慮する姿勢を示したことを受け、下値を切り上げる展開 ～

本資料は、朝日ライフ アセットマネジメント（以下、「当社」といいます。）が、投資の参考となる情報提供を目的として作成したもので、特定の商品に対する投資勧誘を意図するもので

はありません。本資料は当社が信頼できると判断した情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。資料中に記載されたグラフ、数値等は過

去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。また、コメントについては作成日時点での判断であり、将来予告なく変わることがあります。最終的な投資決定は

お客様ご自身の判断でなさるようにお願いいたします。
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週刊日本株レポート （8/8～8/12）

＜日本株（日経平均）＞ ＜米国株（NYダウ）＞ ＜円/ドル＞

１．日米株式と円／ドルの推移

（注）チャートは過去1年
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週刊日本株レポート （1/15～1/18）

１．日米株式と円／ドルの推移

４．日本株市場 今週の見通し

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第301号

加入協会：一般社団法人投資信託協会/一般社団法人日本投資顧問業協会

URL：http://www.alamco.co.jp

先週の日本株市場は、週間ベースで日経平均が+797.74円（+4.08％）、TOPIXが+58.57ポイント（+3.98％）となり、

FRBの過度な利上げ観測や米中貿易摩擦に対する懸念が和らぎ、上昇しました。業種別（東証33業種）でみると、精密機器、

機械、海運業、輸送用機器などの32業種が上昇する一方、小売業が下落しました。

週明けの7日は、①米国の雇用統計が堅調であったこと、②パウエルFRB議長が利上げの一時停止など金融政策の柔軟化に言

及したこと、③中国が預金準備率の引下げを実施し金融緩和姿勢を示したことなどを背景に、上昇して始まりました。その後

週央にかけても、次官級の米中通商協議やロス米商務長官の米中合意に対する楽観的な発言を背景に米中通商協議の期待が高

まったことなどから、続伸しました。10日は、12月のFOMC（米連邦公開市場委員会）議事要旨などを材料に円高ドル安

が進んだことにより小幅に下落しましたが、週末11日は、前日の米国株上昇や円高ドル安の一服などを受け反発して引けま

した。

２．日本株市場 先週の振り返り ～ FRBの過度な利上げ観測や米中通商摩擦に対する懸念が和らぎ、上昇 ～

３．今週の主な予定

※ 当社が信頼できると判断した情報に基づき作成

～ FRB（米連邦準備理事会）が金融市場や景気に配慮する姿勢を示したことを受け、

下値を切り上げる展開 ～

日程 曜日 国・地域 項目 前回

新築住宅販売件数 11月 544千件

製造業受注指数 11月 -2.1％

貿易収支 11月 -555億㌦

ニューヨーク連銀製造業景気指数 1月 10.9

PPＩ(生産者物価指数）（除食品・エネルギー/前年比） 12月 2.7％

英国 EU（欧州連合）離脱合意案の議会採決

5年利付国債入札

機械受注（前月比） 11月 7.6％

国内企業物価指数（前年比） 12月 2.3％

第3次産業活動指数（前月比） 11月 1.9％

ベージュブック（地区連銀経済報告）

小売売上高（除自動車）（前月比） 12月 0.2％

住宅着工件数 12月 1256千件

フィラデルフィア連銀製造業景況指数 1月 9.4

国際 G20（20ヵ国・地域）財務相・中央銀行総裁代理会議（都内、18日まで）

流動性供給入札

CPI（全国消費者物価指数）（除生鮮/前年比） 12月 0.9％

鉱工業生産（前月比） 12月 0.6％

ミシガン大学消費者信頼感指数 1月 98.3

1月19日 Sat 国際 TPP（環太平洋連携協定）委員会（都内）
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日本 決算発表　： 1/15　東宝

海外 決算発表　：

1/14　シティグループ
1/15　ＪＰモルガン・チェース、
        ウェルズ・ファーゴ
1/16　ゴールドマン・サックス、
        バンク・オブ・アメリカ、
        ブラックロック
1/17　アメリカン・エキスプレス、
        Ｎｅｔｆｌｉｘ、
        モルガン・スタンレー

決算発表予定　他

http://www.alamco.co.jp/

